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取締役会長

荒木　浩

株主のみなさまへ
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株主のみなさまには、平素から格別のご高配を賜り、誠にありがとうございます。

平成13年度の事業報告書をお届けするにあたりまして、一言ごあいさつ申し上げます。

現在、電気事業におきましては、電力の小売自由化に加え、他のエネルギーとの競

合などから、電力市場全体において競争が本格化してきております。一方、経済の低

成長化や省エネルギー機器の普及等により、電力需要の伸びは、今後も低く推移する

ことが予想されます。

このように厳しい経営環境ではありますが、当社は、価格・サービス両面における

競争力の強化と徹底した効率化による収益力の向上をはかりつつ、安定供給や環境保

全など電気事業者としての社会的使命を着実に果たし、競争市場をリードし続ける

エネルギー・サービスのトップランナーをめざしてまいる所存です。

株主のみなさまには、変わらぬご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。



電力の自由化や他のエネルギーとの競

合などにより電力市場全体において競

争が本格化してきているようですが、

そういうなかで東京電力は今後どのよ

うな企業をめざしていこうとしている

のですか。

ご指摘のように、ここ数年、当社をめぐる

経営環境は大きく変化してきています。当

社は、このような変化の激しい時代のなか

で、価格の安さや供給の安定性、さらには環境保全

等の観点から最も適したエネルギー・サービスを通じ

て、豊かな生活と快適な環境の実現に貢献していき

たいと考えています。

そして、当社はこうした目標を達成するため、エネル

ギー・サービスのトップランナーとなることをめざして

います。

社長メッセージ

3

エネルギー・サービスのトップランナー

をめざすということですが、そのためにど

のように取り組んでいくのでしょうか。

まず、厳しい競争を勝ち抜くには、「お客

さま本位」、「お客さまのご満足」ということ

を営業活動の基本とすることが一番重要で

あると考えています。つまり、当社が販売する電気とい

う商品について、お客さまが大きな魅力を感じてくだ

さるような価格やサービスをご提供していかなければ

なりません。このため、当社では一層の効率化をすす

めるとともに、多様化・高度化するお客さまのニーズを

迅速、的確に把握して、それにお応えできるよう料金・

サービスメニューをさらに充実させていきます。

また、当社がさらに発展していくためには、電気事業

以外の新たな事業領域の開拓にチャレンジしていくこ

とも必要です。そこで、これまで電気事業を通じて培

効率性の追求と
社会的使命の達成
との両立をめざして
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ってきた経営資源やグループ全体の総合力を活かし

ていくという観点から、エネルギー・環境、情報・通信、

住環境・生活関連といった三つの分野の事業を軸に、

十分収益をあげることのできる新事業の開発を積極的

に推進しています。

電気事業では、安定供給や環境保全とい

った社会的使命を果たすことも大変重要

であるといわれますが、それについては

どうでしょうか。

企業である以上、競争に打ち勝たなけれ

ばなりませんが、競争に勝ちさえすればそれ

でよいというわけではありません。私は、企業

が何のために存在するのかといえば、それは社会のた

めであり、究極的には人 に々豊かさと幸せをもたらす

ためであると考えています。企業には社会のなかで果

たすべき責任や役割があり、こうした社会的使命を果

たさずに短期的な経済性のみを追求する企業は、結

局のところ、競争市場からの退出を余儀なくされます。

特に、当社が扱っている電気という商品は、人々の

生活や産業活動に欠かすことのできないものです。電

気の供給が一瞬でも途絶えれば、社会生活や経済活

動に大きな混乱をきたしてしまいます。そのため、電気

事業者は、お客さまに電気を安定的に送り届けなけれ

ばならないという使命を負っており、こうした使命は、

今後、電力市場がいかに変化しようとも、いささかも変

わるものではありません。

また、今日、地球温暖化問題が国際的に論議の的

になっていますが、その主な原因とされているＣＯ２の

問題は、エネルギー問題と密接に関係しています。わ

が国におけるＣＯ２の排出量の約4分の１は、電気事

業から発生していると試算されており、こうしたことか

らみましても、電気事業者にとって、環境保全の重要

な担い手としての役割を果たしていくことは、大切な

使命であると考えています。

競争に勝ち抜くために徹底した効率化を

すすめると同時に、社会的使命も達成し

ていくというわけですが、これは大変難し

い課題です。どのようにして実現していく

のでしょうか。

現在のわが国の電気事業のように、発電

から配電までを原則として一つの事業者が

責任を持って行うという形態を発送配電一

貫経営といいますが、一貫経営の強みは、発電、送

電、配電といった上流から下流までの設備を一体とし

て形成し、総合的に運用していくことが可能であると

お客さまの快適な生活の実現に向けて、きめ
細かなサービスを行ってまいります　　　



いう点です。当社では、この一貫経営の強みを最大限

に活かして、効率性の追求と社会的使命の達成との

両立をはかっていきます。

たとえば、発電設備や送電設備は、計画から建設ま

でに長期間を要しますし、多額の費用も必要となりま

す。したがって、それらの設備の建設や計画について

は、需要動向に応じて柔軟に見直しを行い、安定供

給に配慮しつつ効率的な設備の形成と運用に努め

ます。

また、水力、火力、原子力などの電源につきましても、

電力需要の動向を踏まえたうえで、環境への影響や

燃料確保の安定性、経済性などを総合的に勘案し、

最もバランスのとれた電源構成を維持していく、いわ

ゆるベストミックスを推進していきます。

発送配電一貫経営については、電力会

社の既得権益を守るためのものではな

いかとの声もあるようですが、どうで

しょうか。

私どもが発送配電一貫経営の必要性に

ついてお話をすると、電力会社の利益を守

るためのものではないかとのご意見をいた

だくことがあります。しかし、電気という商品の特性を

考えると、私は、電気をお客さまにお届けするまでの最

終的な責任主体が明確化された仕組みでなければ

ならないと思うのです。

供給面からみますと、現在の技術では、電気は大量

に貯めておくことができないため、時々刻 と々変化する

電力需要の変動にあわせて発電量を調整しなければ

なりません。また、発電設備等の建設には長い時間が

かかるため、電力需要が急に増加したからといって直

ちに供給力を確保できるわけでもありません。一方、需

要面においては、電気は近年の高度情報化社会を支

えるものとして、ますます不可欠な存在となっており、代

替性に乏しい商品といえます。こうした電気の特性を

考えると、お客さまの需要動向を常に的確に把握しな

がら、その供給について責任を持って行っていく、こう

いった仕組みが必要不可欠であるといえます。発送配

電一貫経営とは、まさにそのような仕組みなのです。

最近、米国カリフォルニア州において、大規模な停電

や電気料金の高騰など電力危機が発生し、大きな社

会問題になりました。これは、さまざまな要因が重なって

発生したものですが、従来は一貫経営を行ってきた電

力会社が、発電、送電、配電のそれぞれの事業会社に

分割されたことも原因の一つにあげられます。これによ

り、発電会社はお客さまの需要に見合った供給力を確

保する責任がなくなり、多額の費用がかかる設備投資
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刻 と々変化する電力需要にあわせて、電気の流れを
コントロールする中央給電指令所



を控えるようになってしまいました。そのため、電力需要

の増加に迅速に対処することができなかったのです。

わが国においても戦前から戦後にかけて、似たよう

なことがありました。当時の電気事業は、発送電事業

と配電事業に分離され、国家管理のもとで運営されて

いましたが、分離されたことによってお客さまに対する

最終的な供給責任を誰が負うのかという肝心な部分

があやふやになってしまい、折からの電力不足が一層

深刻化してしまったのです。

現在、国において、新しい電気事業制度のあり方が

議論されていますが、私は、わが国の経済社会の発

展を半世紀にわたって支えてきた発送配電一貫経営

の役割を、この機会に今一度確認する必要があると

思っています。

最後に、電気事業者にとって最も大切な

ものは何だとお考えですか。

大変難しい質問ですが、電気事業者に

とって最も大切なものを一つだけあげると

すれば、それは使命感だと思います。実は、

電気事業というのは、単純な経済合理性では割り切

れない使命感によって支えられている部分が大きいの

です。それは、地震や台風で被害を受けた電力設備の

復旧のために、不眠不休で作業に従事する社員や関

係会社・協力会社の人たちの姿に象徴されています。

まさに、これこそが、経済社会や国民生活を支えるイ

ンフラ事業に携わる者の原点だと思います。そして、こ

うした使命感は、知識や理屈によってではなく、発送

配電などすべての仕事に携わる者が、お客さまからの

お叱りや励まし等の生の声を肌で感じることによって、

しっかりと醸成されていくものであると考えます。

現在、電気事業は大きな転換期を迎えており、当社

を取り巻く経営環境はかつてない厳しい状況にあり

ます。こうしたなかにあって、当社は、発送配電一貫経

営の強みを最大限に活かして、社会的使命を果たし

つつ、今後の競争に勝ち抜いていく所存です。

株主のみなさまにおかれましては、今後とも変わら

ぬご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。
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営業の概況

収益面では、販売電力量が減少したことなどから、

売上高（電気事業営業収益）は前年度に比べ１.８%

減の５兆１,２９６億円、その他の収益を加えた経常収

益合計は１.８%減の５兆１,５６０億円となりました。一

方、費用面では、金利低下や有利子負債残高の減

少などにより支払利息が軽減するとともに、修繕費の

削減をはじめとした業務運営各面での徹底したコス

トダウンに努めたことなどから､経常費用合計は１.９%

減の４兆８,３６４億円となりました。

以上により、経常利益は前年度に比べほぼ横ばい

の３,１９５億円、当期利益につきましては､有価証券評

価損２７４億円を特別損失に計上した結果、８.４%減

の１,８６２億円となりました。

当年度の配当金につきましては、昨年１２月に１株

につき３０円の中間配当金をお支払いしておりますが、

期末における配当金も１株につき３０円とさせていただ

きました。その結果、年間の配当金は１株につき６０円

となります。

■販売の状況 ■収支の状況

●当期利益の推移�

0
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●販売電力量・最大電力の推移�
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当年度における販売電力量は、景気が一段と厳し

い状況で推移するなか、前年度を１.８%下回る２,７５５

億ｋＷｈとなりました。これを電灯､電力及び自由化の

対象である特定規模需要ごとにみますと、まず電灯

は、お客さま軒数の緩やかな伸びはあったものの、

８月から９月にかけて気温が低く推移したことや暖冬

であったことから冷暖房需要が減少し､１.１%減の８５１

億ｋＷｈとなりました。また、電力及び特定規模需要で

は、店舗・事務所ビル等の需要が気温の影響などに

よりわずかな伸びにとどまる一方、産業用需要が景

気の悪化に伴い減少したことから､電力は１.５%減の

１,１５３億ｋＷｈ、特定規模需要は３.２%減の７５１億

ｋＷｈとなりました。

なお、最大電力は、７月の記録的な猛暑により、過

去最大だった８年度の実績（５,９４０万ｋＷ）を５年ぶり

に大きく更新し、６,４３０万ｋＷとなりました。

（注）特定規模需要：２万Ｖ以上の送電線路から受電し、原則として
使用規模が２千kW以上のお客さま
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●設備投資額の推移�

0
9年度� 10 11 12 13

（億円）�
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5,000

12,816

11,331

10,089

その他�
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電源設備�
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流通設備�
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●発電設備（出力）の推移�

（万kW）�

0
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40年度末� 50 60 7 13

原子力�
1,731

火力�
3,455

水力�
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6,038

5,121
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810
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新木更津変電所（電圧５００ｋＶ、出力３００万ｋＶＡ）

富津火力発電所 ３号系列第３軸、第４軸（出力各３８万ｋＷ）

■設備の状況

改良型コンバインドサイクル発電方式の採用により、世界

最高水準の熱効率５０%を実現しています。

千葉県の袖ケ浦、富津両火力発電所で発電した電気

を都心部と南房総地域に供給する拠点となります。

（注）1. 流通設備は、送電、変電、配電設備の合計となっています。
2. 端数処理の関係で合計は一致しておりません。
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TOPICS

6June 8

4April 7July

5May

August

４／１
「晴海アイランドトリトンスクエア」
において熱供給事業を開始

４／22
新木更津変電所が営業運転を開始

（電圧500kV、出力300万kVA）

４／23～６／15
電気の良さを活かした生活を提案する
「～電気で暮らそう～新・電活生活キャンペーン」
を実施

５／19
新座変電所の増設工事が完了
（電圧275kV、増設出力45万kVA）

６／１～６／30
「ＴＥＰＣＯ環境月間」

６／27
都区内４支店の統合により
「東京支店」が発足

８／１
電線類の地中化に関するコンサル
ティングや設計、施工等を行う新会社
「東電タウンプランニング株式会社」
を設立

７／９
富津火力発電所３号系列第４軸が営業運転を開始（出力38万kW）

７／11～７／13
蓄熱システムをはじめとする
電気機器・システムの普及に
向けて「エネルギーソリュー
ション＆蓄熱フェア｣を開催

７／12
品川火力発電所１号系列第１軸が
営業運転を開始（出力38万kW）

７／24
最大電力の記録を更新（6,430万kW）

７／31
「地球と人とエネルギー～ＴＥＰＣＯ環境行動レポート2001～」
を発行
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1January

2 February

3March

12December

10 October

10／15
新たなコーポレート・スローガンを制定

10／15
「東京カスタマーセンター」が営業を開始

10／16
わが国初の本格的なＰＣＢ
処理施設「ＴＥＰＣＯ横浜
リサイクルセンター」が運
転を開始

12／４
富津火力発電所３号系列第３軸が
営業運転を開始（出力38万kW）

12／15
電気事業の歴史と技術の発展を実物の
展示により紹介する「電気の史料館」
がオープン

３／１
「社内カンパニー制」を導入し、「光ネット
ワーク・カンパニー」と「ガス・カンパニー」
を設置

３／６
品川火力発電所１号系列第２軸が
営業運転を開始（出力38万kW）

３／15
「ＴＥＰＣＯ千葉リサイクルセンター」が
運転を開始

３／29
新榛名変電所の増設工事が完了

（電圧500kV、増設出力67万kVA）

３／29
光ファイバをお客さまのご家庭に直接引き込
み、インターネット接続事業者にご提供する
「ＦＴＴＨサービス」を開始

２／８
第一種電気通信事業の許可を取得

２／28
電柱の腕金など亜鉛メッキ金物のリサイクルを行う
新会社「株式会社さいくる」を設立

１／15
お客さまの暮らしを支援する
Webサイト「tepore（てぽーれ）」
を開設
（http：//www.tepore.com/）
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効率的・機動的な新事業の推進に向けて
～「社内カンパニー制」の導入～

当社は、電力設備の保安通信設備として、首都圏

を中心に約６万2,000kmの光ファイバネットワークを構

築しております。当社では、従来から第一種電気通信

INTERNETINTERNETINTERNET

インターネット�
接続事業者�

ネットワークセンター�

中央拠点�

中央拠点�

中央拠点�

中間拠点�

中間拠点�

分散拠点�

光ファイバ�

MC

LANケーブル�

パソコン�

(注) MC (回線終端装置) : 光信号を電気信号に変換する装置�

当社では、本年３月１日、「社内カンパニー制」を導入し、

「光ネットワーク・カンパニー」と「ガス・カンパニー」を設置しました。

当社は、電力自由化という経営環境の変化をさらなる成長・発展のチャンスととらえ、

競争市場でも十分収益をあげることのできる新事業の開発を積極的に推進しています。

このたび、従来から取り組んできている光ファイバ事業やガス事業について、

今後一層厳しさを増す競争市場に対応していくため、より迅速な意思決定に基づく効率的、

機動的な事業の展開・運営を可能とする社内カンパニー制を導入することとしました。

事業者やＣＡＴＶ事業者に対して当社の保有する光

ファイバの心線を貸与する心線貸し事業を行ってき

ました。「光ネットワーク・カンパニー」では、こうした

●FTTHサービスの概要

効率的・機動的な新事業の推進に向けて
～「社内カンパニー制」の導入～
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袖ヶ浦火力発電所�

姉崎火力発電所�

富津火力発電所�

東京都� 千葉県�

東京湾�

神奈川県�

横浜火力発電所�

横須賀火力発電所�

南横浜火力発電所�

東扇島火力発電所�

川崎火力発電所�

大井火力発電所�

品川火力発電所�
千葉火力発電所�

五井火力発電所�

当社は、クリーンエネルギーであるＬＮＧ（液化天

然ガス）を30年以上にわたり火力発電用の燃料とし

て使用してきました。当社では、その間に培われた

ＬＮＧに関する技術力やノウハウ、さらにはＬＮＧ基地

から火力発電所まで敷設されたガス導管等の経営

資源を活かし、昨年１月からガスの卸売事業を行っ

ております。「ガス・カンパニー」では、こうしたガスの

卸売を行うとともに、当社のＬＮＧ基地やガス導管付

近のお客さまにガスを直接販売する小売も行ってま

いります。さらには、ガス会社の導管網を利用してガ

スの小売を行う託送販売等についても検討してい

るところです。

●当社のガス導管敷設状況

光ファイバを使ったインターネットサービスは、高速大容量
通信の主役として、今後一層の普及が見込まれています

サービスに加え、当社が光ファイバをお客さまのご家

庭や事務所まで直接引き込み、インターネット接続事

業者にご提供する「ＦＴＴＨ（Fiber ToThe Home）

サービス」も開始いたしました。これにより、動画や音

声など大容量の情報を超高速で送受信することが

可能になり、インターネットの利用がますます便利で快

適なものとなります。

なお、ＦＴＴＨサービスの開始にあわせ、当社では、

本年２月、第一種電気通信事業の許可を取得いたしま

した。
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（平成13年度） （平成12年度）
（注）１. 有形固定資産の減価償却累計額 １５９,９５７億円 １５２,０２３億円

２. １株当たりの当期利益 １３７円６９銭 １５０円３４銭
３. 商法第２９０条第１項第６号に規定する純資産額 ３６２億円 ６４１億円

■貸借対照表の要旨
（単位：億円）

資　　産　　の　　部 負 債 及 び 資 本 の 部

科　　　目 平成13年度 平成12年度 科　　　目 平成13年度 平成12年度
平成１４年３月３１日現在 平成１３年３月３１日現在 平成１４年３月３１日現在 平成１３年３月３１日現在

固 定 資 産

電気事業固定資産　

水 力 発 電 設 備

汽 力 発 電 設 備

原子力発電設備

送 電 設 備

変 電 設 備

配 電 設 備

固定資産仮勘定

核 燃 料

投 資 等

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

貯 蔵 品

合 計

１３５,５９３ １３７,３７４

１０３,３８６ １０５,９７７

７,５０４ ７,８９１

１３,７６１ １３,０１７

１１,４６８ １２,６０３

３１,２１９ ３２,６４１

１２,６４８ １３,００１

２４,２４７ ２４,２９６

１１,２３０ １１,３９０

７,６６７ ７,１３９

１２,８１８ １２,６５７

６,１５５ ５,６０２

６２２ ５５１

３,５８０ ３,４７３

９５７ ７３９

１４１,７４８ １４２,９７６

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

流 動 負 債

1年以内に期限到来の固定負債

短 期 借 入 金

コマーシャル・ペーパー

引 当 金

負 債 合 計

資 本 金

法 定 準 備 金

剰 余 金

原価変動調整積立金

別 途 積 立 金

当期未処分利益

評 価 差 額 金

自 己 株 式

資 本 合 計

合 計

９１,０７２ ９３,６９９

４６,６８４ ４８,３７１

２３,１７８ ２６,５９０

３０,５６３ ２９,９３９

１０,９３５ １１,０９２

６,１００ ６,６９０

５,５７０ ４,１５０

５９ ５２

１２１,６９５ １２３,６９１

６,７６４ ６,７６４

１,８８１ １,８８１

１１,０４６ ９,９９７

２,９５２ ２,９５２

５,１６０ ３,９１０

２,９３１ ３,０９２

（１,８６２） （２,０３３）

３６２ ６４１

△ ２ ―

２０,０５２ １９,２８４

１４１,７４８ １４２,９７６

決算の概要

（うち当期利益）
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■利益処分
（単位：円）

科　　　　目 平成13年度 平成12年度

当 期 未 処 分 利 益
原子力発電工事償却準備金取崩し
海外投資等損失準備金取崩し

合　　　　計

２９３,１０２,５１３,３６５ ３０９,２９２,５８２,９４３
― ３,９３２,９８８,３９８

１２,０７１,３６４ ４,４２４,８８３
２９３,１１４,５８４,７２９ ３１３,２２９,９９６,２２４

配 当 金

役 員 賞 与 金
（ う ち 監 査 役 分 ）
海 外 投 資 等 損 失 準 備 金
別 途 積 立 金
次 期 繰 越 利 益

４０,５８３,２３２,３６０ ４０,５８５,７９２,９２０
1株につき30円 1株につき30円

１５０,０００,０００ １５０,０００,０００
（２５,０００,０００） （２５,０００,０００）

― ６５,１１０,３８９
１０４,０００,０００,０００ １２５,０００,０００,０００
１４８,３８１,３５２,３６９ １４７,４２９,０９２,９１５

これを次のように処分する。

（注）平成１３年１２月１０日に、４０,５８５,８４０,５９０円（１株につき３０円）の中間配当を実施しました。

■損益計算書の要旨
（単位：億円）

費　　用　　の　　部 収　　益 の　 部

科　　　目
平成13年度 平成12年度

科　　　目
平成13年度 平成12年度

平成１３年４月１日から 平成１２年４月１日から 平成１３年４月１日から 平成１２年４月１日から
平成１４年３月３１日まで 平成１３年３月３１日まで 平成１４年３月３１日まで 平成１３年３月３１日まで

電気事業営業費用
営業利益
電気事業財務費用
営 業 外 費 用
当期経常費用合計
当 期 経 常 利 益
渇水準備金引当又は取崩し
特 別 損 失
税 引 前 当 期 利 益
法 人 税 等
法 人 税 等 調 整 額
当 期 利 益
前 期 繰 越 利 益
中 間 配 当 額
利益準備金積立額
当 期 未 処 分 利 益

４４,９１６ ４５,１０６
（６,３７９） （７,１４４）
３,０９２ ３,７９９
３５６ ３８６

４８,３６４ ４９,２９２
３,１９５ ３,２００
７ １８

２７４ ―
２,９１３ ３,１８２
１,３１９ １,３４０
△ ２６８ △ １９２
１,８６２ ２,０３３
１,４７４ １,４６４
４０５ ４０５
― ０

２,９３１ ３,０９２

電気事業営業収益

電気事業財務収益
営 業 外 収 益
当期経常収益合計

５１,２９６ ５２,２５１

１０９ １１２
１５５ １２９

５１,５６０ ５２,４９３
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DATA

●経常利益の推移�
�（億円）�

0
9年度� 10 11 12 13

3,195

2,079

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

2,173

3,200
3,459

●有利子負債残高の推移�
（兆円）�

（注）有利子負債残高：社債、借入金残高の合計�

8

9

10

11

10.50 10.48

10.19

0
9年度� 10 11 12 13

�

9.43

9.86

●株主資本比率の推移�

（注）株主資本比率：株主資本／総資産（%）�

（％）�
15

10.4

14.1

10

11

12

13

14

0
9年度� 10 11 12 13

10.6

12.2

13.5

ROA（％）�

2

4

6

8

2.5

5.0

7.5

10.0

12.5

15.0
（％）�ROE
12

10

5.1 4.8
5.4 5.0

4.5

5.7

11.1

●総資産利益率（ROA）・株主資本利益率（ROE）の推移�

0 0
9年度� 10 11 12 13
ROA：営業利益（附帯事業損益を含む）／期中平均総資産（%）�
ROE：当期利益／期中平均株主資本（%） 

（注）�

ROE

ROA

6.3

9.5
9.1

平成１４～１６年度の３年間平均で、経常利益３,０００億円以上、

総資産利益率（ＲＯＡ）４％以上、株主資本利益率（ＲＯE）９％以上とします。

■利益目標

■財務体質改善目標 平成１４～１６年度の３年間平均で、有利子負債残高を４,０００億円以上削減します。

株主資本比率は平成１６年度末で１７％台とします。
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北海道　1.1％�

東北　2.2％�

関東　58.8％�
中部　12.9％�

近畿　14.7％�

中国　3.9％�

四国　2.6％�

九州　3.7％�

外国　0.1％�

●当年度末株主数 ...................................................................................................................................８２万８,２５３名

●地方別株主分布●所有株数別株主分布�

100株未満�
20.3％�

100～999株�

1,000～9,999株�
18.7％�

60.5％�

10,000～99,999株�
0.4％�

100,000株以上�
0.1％�

●所有者別株式分布�

政府、�
地方公共団体�

3.2％�

外国人　   12.4％�

証券会社　  0.8％�
その他の法人�

6.8％�

個人、その他�
34.8％�

金融機関　42.0％�

（円）�

14,000

12,000

10,000

16,000

18,000

20,000

22,000

日経平均株価（月間終値）�

当社株価（月間終値）�

2,000

2,500

3,000

3,500
（円）�
当社株価�

（万株）�
当社出来高（月間）�

日経平均株価�

4,000

8,000

0
9／�4 9／�9 10／�9 11／�3 11／�9 12／�3 12／�9 13／�3 13／�9 14／�3 年�（  ）�／�月�10／�3

●当社株価と出来高、日経平均株価の推移

■株式の状況
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会社の概要

取締役会長

取締役社長

取締役副社長

取締役副社長

取締役副社長

取締役副社長

取締役副社長

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

役 員

平成１４年３月３１日現在

荒木　　浩

南　　直哉

田村　滋美

勝俣　恒久

白 良一

春　　英彦

桝本　晃章

榎本　聰明

井川　正克

二見　常夫

築山　宗之

市田　行則

尾崎　之孝

村田

築舘　勝利

内藤　久夫

松村　　勝

白川　　進

服部　拓也

高坂　和夫

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常任監査役

常任監査役

常任監査役

常任監査役

常任監査役

監 査 役

監 査 役

岩科　季治

森本　宜久

林　　　喬

伏見　健司

吉越　　洋

早瀬　佑一

清水　正孝

武黒　一郎

兒島伊佐美

西尾　信一

中島　正剛

塙　　章次

百瀬　信正

佐藤　孝雄

村松　紀光

小島　民生

渡里杉一郎

渡 修

（１）電気事業

（２）電気機械器具の製造及び販売

（３）熱供給事業

（４）蓄熱式空調・給湯装置その他の電
力需要平準化又は電気の効率利
用に資する設備の製造、販売、リース、
設置、運転及び保守

（５）不動産の売買、賃貸借及び管理

（６）電気通信事業

（７）ガス供給事業

（８）前各号の事業及び環境保全に関す
るエンジニアリング、コンサルティング
及び技術・ノウハウ・情報の販売

（９）前各号に附帯関連する事業

昭和２６年５月１日

６,７６４億３,４１９万７,０５０円

１８億株

１３億５,２８６万７,５３１株

４万７２５名

東京都千代田区内幸町１丁目１番３号

栃木県宇都宮市馬場通り１丁目１番１１号

群馬県前橋市本町１丁目８番１６号

茨城県水戸市南町２丁目６番２号

埼玉県さいたま市北浦和５丁目１４番２号

千葉県千葉市中央区富士見２丁目９番５号

東京都新宿区新宿５丁目４番９号

東京都八王子市子安町１丁目１６番２５号

神奈川県横浜市中区弁天通１丁目１番地

山梨県甲府市丸の内１丁目１０番７号

静岡県沼津市大手町３丁目７番２５号

本 店
支 店
栃 木 支 店

群 馬 支 店

茨 城 支 店

埼 玉 支 店

千 葉 支 店

東 京 支 店

多 摩 支 店

神 奈 川 支 店

山 梨 支 店

沼 津 支 店

会 社 の 目 的
（ 定 款 記 載 ）

設 立 年 月 日

資 本 金

発行する株式の総数

発行済株式の総数

従 業 員 数
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株主メモ

1. 営 業 年 度

2. 定 時 株 主 総 会

3. 配当金の受領株主確定日

4. 公 告 方 法

5. 株 式 の 名 義 書 換

（注）1. 当社の名義書換代理人は、平成１４年１月１５日付をもって、商号を東洋信託銀行株式会社からＵＦＪ信託銀行株式会社
（登記上ユーエフジェイ信託銀行株式会社）に変更いたしました。
2. 株式に関する各種手続き用紙のご請求は下記の電話をご利用ください。
電話：０１２０-２４-４４７９（通話料無料） UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

４月１日から翌年の３月３１日まで

６月

利益配当金 ３月３１日　　中間配当金 ９月３０日

東京都において発行する日本経済新聞に掲載して行います。

（１）名義書換代理人

東京都千代田区丸の内１丁目４番３号 ＵＦＪ信託銀行株式会社

（２）同上事務取扱所

〒１３７-８０８１

東京都江東区東砂７丁目１０番１１号

ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

電話 :（０３）５６８３-５１１１（代表）

（３）同上取次所

ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　本店及び全国各支店

上記のほか、当社の本店、支店及び猪苗代、千曲川、松本、

信濃川各電力所においてもお取り次ぎいたします。

当社はインターネット・ホームページ上に「株主・投資家の
みなさまへ」のページを設け、プレスリリースや経営方針、
決算情報などのさまざまな情報をご案内しております。

トップページ（http://www.tepco.co.jp/）からご覧ください。

株主のみなさまへのお知らせ
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